
  

 

 

 

令和８年度 

 

 

県単河川総合開発工事 

（一之分目揚排水機場無停電電源装置等更新） 

 

 

特 記 仕 様 書 

 

 

 

 

一級河川利根川水系 小堀川 

香取市 一ノ分目 

 

 

千葉県香取土木事務所 

 



第１編  共 通 編 

 

第１章 総  則 

 

第１節 総  則 

 第１条 適 用 

      １ この特記仕様書は、千葉県土木工事共通仕様書（令和７年１０月版）

（以下「共通仕様書」という。）でいう特記仕様書で、本工事の施工

に適用する。 

  ２ 本特記仕様書に規定のない事項については別に定める「土木工事共

通特記仕様書」及び「土木工事共通仕様書」によるものとする。 

なお、本工事で適用する土木工事共通特記仕様書の詳細は別表に示

すとおりとする。 

 

第２条 製作期間の主任技術者の配置 

   工場製作のみの期間は主任技術者の現場への専任を求めない。 

 

第３条 監理技術者の配置 

  １ 本工事において、建設業法第２６条第３項ただし書の規定の適用を

受ける監理技術者（以下、「特例監理技術者」という。）の配置を行

う場合は以下の１）～８）の要件を全て満たさなければならない。 

   １）建設業法第２６条第３項ただし書による監理技術者の職務を補佐

する者（以下、「監理技術者補佐」という。）を専任で配置する

こと。 

   ２）監理技術者補佐は、主任技術者の資格を有する一級電気工事施工

管理技士補又は一級電気工事施工管理技士等の国家資格者、学歴

や実務経験により監理技術者の資格を有する者であること。なお、

監理技術者補佐の建設業法第２７条の規定に基づく技術検定種目

は、特例監理技術者に求める技術検定種目と同じであること。 

   ３）監理技術者補佐は入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあ

ること。 

   ４）同一の特例監理技術者が配置できる工事の数は、本工事を含め同

時に２件までとする。 

   ５）特例監理技術者が兼務できる工事は千葉県内の工事でなければな

らない。 



   ６）特例監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡

回及び主要な工程の立会等の職務を適正に遂行しなければならな

い。 

   ７）特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制

であること。 

   ８）監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。 

 

第４条 諸法令の遵守 

   受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図る

とともに、諸法令の適用運用は受注者の責任において行わなければならな

い。 

 

第５条 工期 

１ 本工事の工期は、雨天、休日等を見込み、契約日の翌日から 

令和１０年１月２０日間限りとする。 

工期には、施工に必要な実日数（実働日数）以外に以下の事項を 

見込んでいる。 

準備期間 ４０日間 

後片付け期間 ２０日間 

工場製作期間 ２４０日間 

雨休率 

※休日と天候等による作業不能日を見込むための係数 

 雨休率＝（休日数＋天候等による作業不能日）／実

働日数 

０．７８ 

 

第６条 建設副産物に関する事項 

  １ 建設廃棄物 

    本工事により発生する金属くず及びスクラップは、適切に運搬・ 

処理するものとする。 

 

 

 

 

  



第７条 適用すべき諸基準 

  共通仕様書の他、次の基準等の最新のものによる。 

・機械工事塗装要領（案）・同解説（国土交通省） 

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（国土交通省） 

・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）（国土交通省） 

・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

・電気通信設備工事共通仕様書（国土交通省） 

・電気設備に関する技術基準を定める省令（経済産業省） 

・電気設備の技術基準の解釈（経済産業省） 

・電気設備の技術基準の解釈の解説（経済産業省） 

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（国土交通省） 

・公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（国土交通省） 

・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 

・千葉県自家用電気工作物保安規程（千葉県） 

・電気設備指針 需要設備編（千葉県総務部管財課） 

・機械工事共通仕様書（案）（国土交通省） 

・機械工事完成図書作成要領（案）（国土交通省） 

・工事完成図書の電子納品等要領機械設備工事編（国土交通省） 

・CAD 製図基準に関する運用ガイドライン（国土交通省） 

・機械工事施工管理基準（案）（国土交通省） 

・CAD 製図基準 ・同解説機械設備工事編（国土交通省） 

・CAD 製図基準に関する運用ガイドライン機械設備工事編（国土交通省） 

・CAD 製図基準機械設備工事編（国土交通省） 

・電子納品等運用ガイドライン機械設備工事編【工事】（国土交通省） 

・電気通信設備工事施工管理基準及び規格値（案）（国土交通省） 

・CAD 製図基準電気通信設備編（国土交通省） 

・工事完成図書の電子納品等要領電気通信設備編（国土交通省） 

・CAD 製図基準に関する運用ガイドライン電気通信設備編 

・電子納品等運用ガイドライン【電気通信設備工事編】 

・河川ポンプ設備点検・整備標準要領（案）（国土交通省） 

・河川用ゲート設備点検・整備標準要領（案）（国土交通省） 

・ダム管理用制御処理設備標準設計仕様書（案）及び同解説（国土交通省） 

・ダム・堰施設技術基準（案）（国土交通省） 

 ・低濃度ポリ塩化ビフェニル汚染物の該当性判断基準について（環境省） 

 ・鉛中毒予防規則（厚生労働省） 

 ・鉛等有害物を含有する塗料の剥離やかき落とし作業における労働者の健



康障害防止について（厚生労働省） 

・労働安全衛生法 

・労働安全衛生法施行令 

・労働安全衛生法施行規則 

・低濃度ＰＣＢ含有廃棄物に関する測定方法（環境省） 

・特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物に係る基準の検定方法 

（平成４年７月３日厚生省告示１９２号） 

  ・水質汚濁に係る環境基準 

   （昭和４６年１２月２８日環境庁告示第５９号） 

・低濃度ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン（環境省） 

・ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン（環境省） 

・ＰＣＢ廃棄物の処理作業等における安全衛生対策要綱（厚生労働省） 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則 

・ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法 

・ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法施行

   令 

・ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法施行

規則 

・特定化学物質障害予防規則 

・消防法 

・危険物の規制に関する政令 

・危険物の規制に関する規則 

・その他関連法規および基準 

 

 



第２編 工事施工 

第８条 工事施工範囲・施工条件・施工について 

   １ 施工範囲 

施工範囲は、下記に示す設備の製作、輸送、性能試験、据付、試運 

転、引渡までを含む。 

 

工事内容 

注）次の内容は施工範囲内とする。 

(1) 機器廻りの軽微な電気配線工事 

(2) 各機器の選定に当たっては、既設機器の特性を考慮し、 

その性能を充分満足するものであること。 

(3) 更新機器の撤去・処分 

(4) その他必要なもの 一式 

 

 

機  器  名 規 格 ・ 形 状 単位 数量 施工内容 

無停電電源装置 屋内自立形 組 1 更新 

コンデンサ 

（６号・７号主ポンプ盤） 
屋内自立形 台 ２ 更新 

リアクトル 

（６号・７号主ポンプ盤） 
屋内自立形 台 ２ 更新 

その他 上述に関わる既設機器・材料等の撤去・仮設を含む。 



第３編 各機器の設計製作仕様 

 

第９条 更新機器仕様 

更新機器、新設盤及び改造盤の仕様は次のとおりとする。 

 

１． 無停電電源装置 

（１）所要面数 １組 

（２）型  式 屋内自立形 

（３）寸  法 W3,400×D1,000×H2,350 相当 

（４）機    能   本装置は、高圧配電設備、計装設備、監視制御設備 

の制御電源として使用する。 

（５）停電補償時間 10 分以上 

（６）入力電圧 主入力  三相 AC200V±10 

（７）出力電圧 AC100V±10 

（８）盤面取付器具 

電圧計      １式 

電流計      １式 

周波数計        １式 

表示パネル     １式 

その他必要なもの    １式 

（９）盤内取付器具 

配線用遮断器     １式 

ACSW      １式 

計器用変流器     １式 

変圧器      １式 

インバータ 20KVA 相当   １式 

コンバータ 250A  相当   １式 

蓄電池容量 長寿命形 MSE 300AH/10Hr 54 セル １式 

補助継電器類     １式 

盤内照明        １式 

端子台      １式 

その他必要なもの    １式 

 

２. 低圧進相コンデンサ（６号・７号主ポンプ盤） 

（１）型  式 屋内自立型 

（２）容  量   8.0KVA 相当 

３. リアクトル（６号・７号主ポンプ盤） 

（１）型  式 屋内自立型 



（２）容  量  8.0KVA 相当 

 

 

第１０条 塗装 

各機器の塗装仕様は機械工事塗装要領（案）より次の通りとする。仕上

色については監督員の指示によるものとする。なお、工場塗装はエアスプ

レー塗りを原則とする。  

  

第４編 施工 

第１１条 輸送 

受注者は輸送に先立ち必要に応じて所轄警察署及び道路管理者と協議の

うえ、輸送方法、輸送ルーﾄを決定し安全輸送を図らなければならない。 

なお、輸送及び保管に伴う一切の管理責任は受注者に帰するものとし、

その費用は受注者の負担とする。 

 

第１２条 施工一般 

１ 施工にあたっては、当該工事の経験のある技術者を常駐させ、技術的

指導監督を行うものとする。また、公的資格を必要とする作業について

は、有資格者を従事させるものとする。 

２ 工事中の安全確保及び工程の円滑な進捗を図るため、関連工事との連

絡調整を十分に行い、これらの情報と留意点を本工事の作業従事者に周

知徹底をしなければならない。 

３ 施工に要する仮設資材、機械器具、電力、光熱、用水等は全て受注者

の負担によるものとする。 

４ 受注者は、関連工事の工程及び状況を考慮し、本工事の施工を行わな

ければならない。なお、詳細日程については、監督職員及び他工事と協

議しなければならない。 

５ 足場等の仮設は、十分に安全性を考慮したものとし、他工事に影響を

与えないように施工するものとする。 

６ 受注者は、安全確保及び工程の円滑な進捗を図るために関連工事との

連絡調整を十分に行い、これらの情報と留意点を本工事の作業従事者に

周知徹底しなければならない。 

７ 本特記仕様書に示されない軽微なもので、分解点検整備として欠くこ

とのできない材料及び作業に要する費用は受注者の負担とする。 

８ 現地の人員や一般市民に関する安全については十分な注意を払うこと。 



９ 本工事施工の際、明らかに本工事に起因する機器の故障及び破損が発

生した場合は、受注者の負担において速やかに復旧すること。 

10 重機の入退場に際しては幅員の狭い道路があるため事前調査を行い、

交通規制を行う場合は交通警備員を配置するとともに、事前に所轄警察

署と協議を行いその指示に従うこと。 

11 成績書の提出 

受注者は、工場及び現場における試験・検査成績書を提出するものとする。 

第５編 施工管理一般 

第１３条 提出図書 

１ 受注者は施工に先立ち施工計画書、承諾図を提出し監督職員の承諾を

得た後、工事に着手するものとする。 

２ 工事完成後は完成図書及び図面を提出するものとする。 

３ 図書の部数は下記によるものとする。 

提出は原図（電子納品）及び複写製本したものとし、下記の通りとする。 

（１）施工計画書  ２部（返却 1 部を含む） 

（２）承諾図  ２部（返却 1 部を含む） 

（３）完成図書  ２部 

（４）その他の図書 ２部 

４ 提出図書は A4 版とし、添付する図面の大きさは A 版で、製図寸法はミ

リメートル単位とする。 

 

第１４条 参考資料の貸与 

本工事に必要な資料を手続きにより、貸与するものとするが、その取扱

いについては十分注意すること。 

また、参考資料の貸与時には、借用書を作成し、貸与資料の名称、返却

期限を明確にすること。 

 

第１５条 監督職員による検査（確認を含む）及び立会等 

１ 本工事の段階確認は次のとおりとする。ただし、方法、日程について

は監督職員と協議して決定しなければならない。 

工場にて行う段階確認は、日本国内の工場で行うものとする。 

（１）材料確認 

（２）溶接確認 

（３）防食確認 

（４）機器･部品確認 



（５）組立･寸法確認 

（６）外観確認 

（７）機能確認 

 

上記の確認時期は次のとおりとする。 

 

 

項 目 

実 施 時 期 

工場整備時 現場据付時  

総合検査時 整備前 出荷前 組立･接合後 

材料確認 ●    

溶接確認  ○ ●  

防食(酸洗)確認  ○ ●  

機器･部品確認 ○ ●   

組立･寸法確認  ○ ●  

外観確認  ○ ○ ● 

機能確認    ● 

注）○印は検査を行う時期を示し、この内●印の検査が工事の最終記録 

となる。 

ただし、防食確認において、工場にて最終防食が行われる場合は工 

場出荷前の記録が最終記録となる。 

２ 受注者は、段階確認実施予定日の前に、自社管理記録を添付し、監督

職員に段階確認の申請を行わなければならない。なお、段階確認は監督

職員の都合により書面にて確認する場合もある。 

 

第１６条 品質管理 

品質管理については、「国土交通省機械工事塗装要領(案)・同解説」及

び「国土交通省機械工事施工管理基準(案)」により、実施するものとする。 

 

第１７条 環境対策 

受注者は、千葉県環境マネジメントシステムの構成要素である「公共事

業における環境影響の低減」を推進し、達成するため、施工計画書の“環

境対策”内に、独立した項目として「環境に配慮した工事の実施計画」に

ついて記載するものとする。 

 

第１８条 疑義 

契約書・仕様書・設計図書設計図等に明記されていない事項、又は疑義



のある事項については、発注者・受注者協議して定めるものとする。 

但し、技術上当然必要と認める軽微なものについては発注者の指示に従

わなければならない。 

第５編 安全管理 

第１９条 安全管理 

受注者は、工事の施工にあたり、現場において、施工計画書及び作業手

順書に基づき施工されているかについて安全巡視（点検）を実施するとと

もに、現場に従事する全ての作業員等に対し安全教育等を通じて指示・指

導し、現場の安全管理に努めなければならない。 

 

第２０条 工事中の安全確保 

受注者は、工事期間中は安全巡視員（または安全管理員）を配置し、工

事現場における安全に関する巡視、点検、連絡調整等、工事現場内全般の

監視あるいは連絡を行わせ、安全確保に努めなければならない。 

 

第２１条 安全・訓練等の実施 

受注者は、工事着手後、作業員全員の参加により、月当たり半日以上の

時間を割り当て、定期的に安全に関する研修・訓練等を実施しなければな

らない。 

また、安全教育及び安全訓練等の具体的な計画を作成し、施工計画書に

記載して、監督職員に提出しなければならない。 

 

第２２条 交通安全管理 

１ 受注者は、工事用運搬道路として、公衆に供する道路を使用するとき

は、積載物の落下等により、路面を損傷あるいは汚損することのないよ

うにするとともに、特に第三者に工事公害による損害を与えないように

しなければならない。 

２受注者は、工事の施工に当たっては、作業区域の標示及び関係者への周

知など、必要な安全対策を講じなければならない。 

３ 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令(昭和 36 

年政令第 265 号)第 3 条における一般的制限値を超える車両を通行させ

るときは、道路法第 47 条の 2 に基づく通行許可を得ている事を確認し

なければならない。 

４ 道路上で作業を行う場合は、道路法の道路占用許可及び道路交通法の

道路使用許可(道路交通法第 77 条)を道路管理者及び所轄警察署へ申請



し、許可を受けた後に作業を行うものとする。また、工事の案内板を関

連道路に設置し工事を周知するとともに、交通誘導員を配置するものと

する。 

第２３条 労働災害の防止 

受注者は、労働安全衛生法第 31 条（注文者の講ずべき措置）に規定す

る関係請負人が設置した建設物等（足場設備等）の労働災害を防止するた

めの安全に関する必要な措置を講じなければならない。 

 

第２４条 労働安全衛生法の厳守 

受注者は、労働安全衛生法を厳守するものとする。特に同法第 15 条に

規定する総括安全衛生責任者（又は店社安全衛生管理者）は、労働災害を

防止するための安全管理を総括すると共に安全衛生責任者への周知徹底を

行わなければならない。 

 

第２５条 工事中の水防等 

１ 工事中の水防は、監督職員と連絡を密にし、早急にその対策を講じる

とともに、事後遅滞なく書面により監督職員に報告しなければならない。 

また、工事期間中降雨が予想される場合は、気象情報等に特に注意し次

の事項を厳守するものとする。 

２ 作業中に雨の降ることが予想される場合には、洪水等に対する見張り

人を配置し、安全対策を講ずるものとする。 

３ 洪水等の発生が予想される場合には作業を一旦中止し、天気予報等に

より降雨状況等を判断し作業の再開を決定するものとする。 

 

第６編 その他 

第２６条 民地への無断立入の禁止 

工事期間中は、民地への無断立入または資機材散乱等、紛争の因となる

行為は、厳に慎まなければならない。 

 

第２７条 官有地の使用 

官有地に仮設物を設置する場合は、関係諸法規に基づき手続きをしなけ

ればならない。 

 

第２８条 架空等上空施設への接触・切断事故防止対策 

受注者は着手前の準備にあたり、架空線等上空施設の位置及び占用者を



把握するため、工事現場、資材等置き場、資機材運搬経路等、工事に係わ

る全ての架空線等上空施設の現地調査（場所、種類、高さ等）を実施し、

その調査結果について支障物件の有無に関わらず施工計画書に記載しなけ

ればならない。 

事前調査の結果、施工上支障となる架空線が確認された場合は下記の対

応を行うこととする。 

１ 施工計画書への記載 

１）建設機械等のブーム、ダンプトラックがダンプアップ状態等、架空線

等上空施設への接触・切断が懸念される状態での移動・走行の禁止対策。 

また、建設機械等の施工時においては、接触・切断が懸念される状態

での旋回の禁止対策。 

２）現場出入り口での「高さ制限装置の設置」や架空線等への「防護カバ

ー設置」等の事前対策の実施方法。 

３）禁止対策及び事前対策等の定期点検並びにオペレータ・運転手等への

安全教育指導の実施方法。 

２ 点検・教育の実施 

１）施工計画書に記載された禁止対策及び事前対策等は、定期点検を実施

するものとし、改善並びに補修等が必要と確認された場合には、適宜対

応するものとする。 

２）新規入場者教育、ＫＹ活動並びに安全教育時等において、オペレータ

・運転手等に対し、施工計画書に記載された項目について教育の徹底を

図る。 

２ 監督職員への報告 

点検・教育の実施状況については、実施後速やかに監督職員へ報告する

こと。 

 

第２９条 施工時の留意点 

１ 無停電電源装置一次側既設設備において、容量、保護協調、高調波等の確

認を実施すること。 

 

２ 低圧進相コンデンサ更新において、既設設備の電気的整合、力率制御装置

との適合等について確認すること。 

 

３ 既設低圧進相コンデンサについて、PCB 含有調査を行うこと。 

  調査の結果、PCB の含有が判明した場合は、監督員と協議すること。



 

特記仕様書別表 詳細は土木工事共通特記仕様書 第２章 選択編をご参照ください 

条 条目 適用(不要項目に二重取消線) 

第２－１条 電子納品 
・該当する（副本登録する） 

・該当する（副本登録しない） 

第２－２条 工事監督支援業務の担当技術者 
・該当する 

・該当しない 

第２－３条 

建設工事に係る資材の再資源化

等に関する法律（建設リサイクル

法） 

・該当する 

・該当しない 

第２－４条 難工事の指定 
・該当する 

・該当しない 

第２－５条 「三者会議」の実施 
・該当する 

・該当しない 

第２－６条 
熱中症対策に資する現場管理費

の補正の試行工事 

・該当する 

・該当しない 

第２－７条 快適トイレ 
・該当する 

・該当しない 

第２－８条 週休２日制適用工事 

・現場閉所による週休２日工事 

・週休２日交替制工事 

・該当しない 

第２－９条 遠隔臨場 

・発注者指定型 

・発注者指定型以外 

・該当しない 

第２－１０条 ＩＣＴ活用工事 
・該当する 

・該当しない 

第２－１１条 

現場打ちの鉄筋コンクリート構

造物におけるスランプ値の設定

等 

・該当する 

・該当しない 

 


